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大企業における派遣・期間労働者切りを許さず、

非正規労働者の雇用確保を求める運動を取り組もう

2008/11/25
非正規雇用労働者全国センター

代表　大黒作治

世界経済を揺るがしているアメリカ発の金融危機は日本にも深刻な影響を与えている。大企業は景気悪化を理由に、大規模な派遣労働者や期間社員の「首切り」「雇い止め」を行い、中小企業の下請け単価の買いたたき、貸し渋り、貸しはがしで倒産に追い込んでいる。
　マスコミ報道だけでもトヨタ自動車とそのグループでは７，８００人におよぶ期間社員、派遣社員の首切り、日産７８０人、マツダ８００人、スズキ６００人などかってない大量の非正規労働者の解雇が行われている。
　これらの大企業は２０００年ごろからリストラを断行し、正規労働者を大幅に削減し、その一方で安上がりの労働力として派遣・請負、期間工を活用し、史上空前の大もうけを蓄積してきた。そのため込んだ内部留保は大企業（資本金１０億以上）だけで２３０兆円にものぼり、２０００年以降で５７兆円、２５％も増やしている。今年度だけでもトヨタだけでも６０００億もの大儲けをしている。これらの大企業が景気悪化を理由にこの時ぞとばかり、大企業の社会的責任をもかなぐり捨て、日本全体を大失業時代に引き込む大量の解雇をおこなうことは許されるものではない。まして、派遣労働者など非正規労働者の解雇は文字通り路頭に迷う若者を大量に生み出すこととなる。
　非正規雇用労働者全国センターは今日の非正規雇用労働者の大量解雇にあたって、以下の運動を呼びかけるものである。

１．大企業の非正規雇用労働者切りに対して、厳しく抗議するとともに、非正規労働者の雇用を確保することを当該企業に行わせるよう要請運動、宣伝活動を取り組もう。
２．政府や地方自治体に対しては大企業の非正規雇用労働者の解雇、「雇い止め」実態を調査し、失業給付に未加入の非正規労働者にも給付を行えるようにする、再就職活動や生活援助、公営のあき住宅の入居措置などを早急に行うことを申し入れよう。
３．国や自治体はリストラをやめ、非正規労働者の正規化や、正規での雇用を積極的に行うよう申し入れよう。

４．安定した雇用を国民に保障することは政府の役割である。労働者派遣法の抜本改正など安定した雇用を保障する働くルール確立を強化しよう。

以上
